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1. はじめに 
高層大気の観測では、科学技術の進歩と共に新たな観測手法が次々と誕生しており、中でも気球観測は他の高
層大気観測手法に比べ低コストで、搭載機器の制限も少ないということから、近年JAXA（宇宙航空研究開発機
構）などが運用する大気球において様々な萌芽的実験が行われている。マイコンやセンサーの小型化が急速に
進んでいる近年では、特に小型気象観測用気球を用いた実験が大学研究室単位でも実現可能となりつつある
[1,2] 。 
本研究では、高高度小型気球用観測機器の 1 案として小型気球搭載型雷方向探知システムの提案・基礎開発を
行った。現在日本での雷観測は、気象庁や落雷情報提供を専門とするフランクリン・ジャパン株式会社などが
行っている。雷観測の一般的手法として地上局と気象観測用衛星がある。しかし、雷雲が発達する高度域（約
5 km～10 km ）を通過する観測はほとんど行われてこなかった。そのため、高高度気球に気象観測用として雷
観測システムを搭載し、高頻度にその場観測することで科学的に有用なデータが得られると考えられる。本発
表では今回は小型雷方向探知システムの設計・検討および今後の展望について報告する [3] 。 
2. システム開発 
雷方向探知手法としては気球搭載時のことを考慮し、単純な構造である程度の強度が見込めるループアンテナ
（磁界アンテナ）による電磁波検出型を採用した。開発したシステムは 1 対の直交ループアンテナ、信号増幅
用プリアンプおよびバイアス回路、2 チャンネル A/D 変換器、観測時刻取得用のGPS 受信機、データ保存用
SD カードによる構成となっている。 
3. システム評価実験 
開発した φ100 mm×90巻の小型ループアンテナシステムが磁界の変化を検知できるか確認するため、放電管によ
る放電を微小人工雷と見立てた実験を行った。実験目的は放電管とループアンテナ間の距離による電磁波減衰
ならびにループアンテナ面に対する放電管の方向を可変した信号波形の方位角依存性の確認にある。電磁波強
度の距離減衰実験では、距離を0.5 m 、0.7 m 、1.0 m 、1.2 m の順で可変させた。また、方位角依存性実験
は直交ループアンテナを左右 0～90°まで45°刻みで回転させ、放電管とループ面の方向関係を疑似的に変え
た。 
4. 実験結果・考察 
電磁波検知強度実験で検知された信号強度 A は距離 d による 2 次多項式で近似できた。放電管からの受信は
微弱であるが、定量的に検知できていると言える。一方、ループアンテナの方向可変による検知信号の波形に
は法則性が認められず方向探知は出来なかった。これは今回用いた mbed マイコンによる A/D 変換サンプリン
グレート不足のために発生した両チャンネル間での信号遅延が主な原因と考えられる。 
5. まとめ 
製作したシステムは落雷を模擬した微小放電実験で問題なくデータ収集できた。しかし、本システムの屋外設
置は試みておらず自然の雷電磁波検出は未確認である。気球搭載を考慮するとシステムの小型化や高層大気を
模擬した環境下での性能実験も必要であり、また、雷には負極性雷と正極性雷といった極性が異なる 2 種類の
放電現象があるため、実際の方向探知には極性判別用の電界アンテナであるダイポールアンテナを増設する必
要がある。 
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1. はじめに 
​ 地上から成層圏界面までの高高度域における観測手法として、特殊高高度航空機や観測ロケット、高高度気球
が一般的に用いられている。このうち高高度気球は他の手段に比べて、簡素な構造で実現可能なため、実験に
かかるコスト及び搭載機器への物理的な負荷が少ない利点を持つ。更に、推進に化学反応を用いず、上昇速度
が数m/sであることから、観測対象となる大気の撹拌を起こさず、科学観測において有利な観測手法である。こ
れらの利点を活かして、海外では気象観測業務用の小型観測気球を、高高度気球実験に応用する事例が頻繁に
見受けられるようになった。気象観測気球は直径が約3 m以内のゴム製気球であり、ペイロード質量は単独の気
球で約5 kg以内と他の手段と比較して非常に小型である。これらの小規模、低価格な高高度気球実験は、大質
量の装置運搬を必要としない局面において、今後有効性を発揮する可能性が十分に考えられるようなった。こ
のような背景から、高高度気球の重要性は大きく、活用方法次第で、その役割は飛躍的に拡大していくと思わ
れる。しかし小型高高度気球を用いた観測手法は国内での普及と活用が進んでいない。これは主に日本の地理
的な制約によって搭載装置の回収と運用の安全確保が困難であることに起因している。広大な国土をもつ海外
の国々では、砂漠や人口密度の小さい平野を着地点として設定することで、実験装置を搭載した小型高高度気
球を安全に運用かつ効率的に回収することが可能である。一方、国内では着地点は限定され、海洋に設定せざ
るを得ないため気球を用いる優位性が十分に発揮できない。小型高高度気球は事前の気流予測を元に回収を行
うが、予測誤差を能動的に吸収する機構や機能を持った気球運用システムは存在していない。本研究では、大
学研究室レベルでの開発と検証が可能な小型高高度気球の運用システムにフォーカスし、上述した課題を克服
するためサーボ制御のパラフォイルを用いた制御降下式ペイロード技術の開発と性能評価実験を通して開発シ
ステムの妥当性および実用性を検討した。 
2. 開発した機体及び低高度飛行実験 
 各種飛行試験(直進滑空、旋回)に供する図の様な試験機体を設計し、高度約20 mの高所作業車からの投下する
低高度飛行実験を行った。機体は地上からの遠隔操作で制御を行った。 
3. 実験結果 
 6回投下中1回分の搭載SDカードに記録されたGPS位置及び気圧計データから算出した滑空比は約2となった。評
価はパラフォイルが安定滑空に入った期間について行う必要があったが、期間が短く長期的な評価が困難なた
め、短期間の評価を行った。同データからは、投下直後は垂直降下速度が支配的だが、その後垂直降下で得た
エネルギーが水平滑空に変わるフェーズになり、着地前に水平速度を低下させながら安定滑空に入っていく様
子が確認できた。機首方位角と左右サーボ制御角の関係の考察から、サーボ制御による旋回について南から東
方向に進行しつつあった機体が右側サーボの引き下げと同期して南方向に舵を切る様子が機首方位角データお
よび機体オンボードカメラ映像から見て取れた。 
4. まとめ 
 機構設計に関しては多くの新規開発要素に設計妥当性が確認された。円筒筐体および内部モジュールは比較的
高加速度の着地衝撃に耐え、通常運用では問題にならないことが確認された。また、強風下の激しい運動を
伴った高所作業車からの低高度飛行試験においてパラフォイルが機体に絡まる等の問題は発生せず、パラ
フォイルの開傘不良および失速による翼形状の崩壊に伴う墜落は起きなかった。不安定な上昇挙動および懸
吊、投下姿勢を免れない小型高高度気球搭載装置において補助・接続ロッドの果たす重要性を確認することが
できた。しかし、軽量と強度を両立した複雑な設計を行う必要があったことから、結果的に1レイヤーに電装基
板を収めることが不可能になった。このため、一部のモジュールが僅かなスペースに懸架される形で実装さ
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れ、飛行試験における着地時に、懸架されたモジュールが相次いで基板から脱落、破損し、動作不良を招く結
果となった。今後の課題は、長距離飛行時の滑空比、旋回性能を確認するために、より高い高度からの飛行評
価実験を行う必要がある。そのような実験は規模が大きくなり実際の放球に近い環境で行うことが想定される
ことから、信頼性の高いバス機器、地上局システムの開発を行っていく。また、将来的なミッション機器の搭
載を見越して、ペイロードのバス機器とミッション機器の構成の設計も平行して行う予定である。 
  
参考文献 
​ 河野 紘基，国内運用に最適化された小型高高度気球システムの開発と飛翔評価試験，平成27年度 高知工科大
学 大学院特別研究報告，2016．
 

小型高高度気球、パラフォイル、誘導制御
small high-altitude balloon, parafoil, guidance control

 

PEM16-P02 日本地球惑星科学連合2016年大会

©2016. Japan Geoscience Union. All Right Reserved. - PEM16-P02 -



キーワード：
Keywords:

地上デジタル放送波を用いた水蒸気推定手法の開発－反射波を用いた実験結果－
Water vapor estimation using digital terrestrial broadcasting waves - Results using
reflected waves -
 
*川村 誠治1、太田 弘毅1、花土 弘1、山本 真之1、志賀 信泰1、木戸 耕太1、安田 哲1、後藤 忠広1、市川 隆
一1、雨谷 純1、今村 國康1、藤枝 美穂1、石津 健太郎1、岩井 宏徳1、杉谷 茂夫1

*Seiji Kawamura1, Hiroki Ohta1, Hiroshi Hanado1, Masayuki Yamamoto1, Nobuyasu Shiga1, Kouta Kido1,
Satoshi Yasuda1, Tadahiro Goto1, Ryuuichi Ichikawa1, Jun Amagai1, Kuniyasu Imamura1, Miho Fujieda1,
Kentaro Ishizu1, Hironori Iwai1, Shigeo Sugitani1

 
1.国立研究開発法人 情報通信研究機構
1.National Institute of Information and Communications Technology
 
情報通信研究機構（NICT）では、地デジ放送波を用いて水蒸気を推定する手法の研究開発を行っている。装置
を多点展開して水平面内の水蒸気変動に起因する伝搬遅延を常時モニターし、データ同化による気象予報精度
の向上に貢献することを目的としている。有効な観測のためには数十ps以上の精度で伝搬遅延を精密測定する
必要があり、放送局や受信地点の局部発振器の位相変動は大きな誤差要因となる。そのため、考えている基本
的なアイデアは次の通りである。電波塔を含む直線上に2つの受信点を設け、それぞれにおいて伝搬遅延（位相
変動）を測定する。この測定値には電波塔と受信局それぞれの局部発振器の位相変動が含まれているが、両者
の差を取ることで電波塔側局部発振器の位相変動を相殺することができる。残った2地点間の局部発振器の位相
変動差を同期により相殺することで、水蒸気量を推定する。 
伝搬遅延（位相変動）を精密に測定する技術と、異なる地点の局部発振器を高精度に同期させる技術が重要と
なる。伝搬遅延の精密測定については、これまでソフトウェア無線の技術で開発を進めてきた地デジ放送波の
位相変動のリアルタイム測定装置について改良を進めた。各放送局はそれぞれ独自に局部発振器を運用してお
り、その種類やGPS同期の有無などには違いがある。どのような局部発振器を用いた局であっても安定して位相
変動が長期観測可能なように装置の改良を行った。異なる地点の局部発振器の同期については、現在実証実験
の準備を進めているところである。 
本発表では、同期不要の観測手法とその結果を報告する。電波塔と受信地点を含む直線上で、受信地点から電
波塔と反対方向に反射体がある場合、受信地点において直達波と反射波を同時に受信することができる。測定
は受信地点の一つの局部発振器を用いて行われるため同期は不要で、直達波と反射波の差を取るだけで受信地
点と反射体の間の往復分の伝搬遅延が測定できる。NICT本部は東京スカイツリーから西方約29 kmに位置してい
る。このNICT本部において、スカイツリーと反対側約1 kmの地点のビルからの反射波が受信できる。直達波と
反射波を同時に受信してその差を取ることで、NICT本部とビル間の伝搬遅延の測定を行った。NICT本部にある
60 m鉄塔には気温・気圧・湿度等を測定する地上気象装置を設置している。NICT本部とビルの間約1 kmの気象
条件がこの地上気象装置の観測データで代表されると仮定して計算した伝搬遅延の変動と、本実験の測定結果
は非常に良く一致した。この結果は地デジ放送波が水蒸気に起因する伝搬遅延を測定するために有用であるこ
とを示している。ただし、雨が降った後数時間は地デジ放送波を用いて測定した伝搬遅延が計算値よりも大き
くなることが分かっている。雨により反射面が濡れる、もしくは雨により大地反射の条件が変わって大地反射
成分が受信される等の影響が考えられ、この検証は必要である。
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高高度放電発光現象(TLEs: Transient Luminous Events)は雷雲地上間放電に伴って、成層圏や中間圏で発生す
る過渡的な放電発光現象である。約25年前の現象の発見以来、TLEsの全球発生頻度分布は明らかにされてこな
かったが、2004年から軌道上観測を開始したFORMOSAT-2衛星搭載ISUAL観測器のデータ解析から、それらが初め
て推定された。しかし、FORMOSAT-2衛星は太陽同期極軌道衛星であるため、推定された全球発生頻度は誤差が
大きく、かつ地方時(LT)依存性などは不明である。本研究では、軌道傾斜角が51°である国際宇宙ステーション
(ISS: International Space Station)に搭載され、軌道上からの直下視観測を開始したJEM-GLIMS(Global
Lightning and Sprite Measurements on JEM-EF)の光学観測データを用いた。2012年12月から2014年11月の期
間のデータを解析し、この期間の全観測時間と雷放電・TLEsの検出数から、全球発生頻度を推定した。さらに
この結果から、雷放電とTLEsの全球発生分布と頻度を地方時間毎に推定した。その結果、雷放電とTLEsの発生
はアフリカ大陸、東南アジア、中央アメリカに集中していることがわかった。この結果は、過去の
MicroLab-1/OTDやTRMM/LISなどの衛星による雷放電観測結果と整合する。さらに、雷放電とTLEsは20LTに
ピークをもち、かつ00LTから03LTの夜明け前にかけて頻度が上昇することが明らかになった。講演では、解析
で得られた全球頻度分布とそのLT依存性に関する結果を詳細に報告するとともに、夜明け前にかけて雷放
電・TLEsの発生頻度が上昇する理由について議論する。
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中層大気におけるエネルギー・運動量収支を理解するうえで重要な大気重力波の励起伝播過程については、こ
れまで観測・シミュレーションの両面から研究が行われてきた。大気重力波の主な励起源としては、山岳地形
および海陸分布、下層大気における活発な対流活動、そして風速場中の空間変動などが知られている。特に励
起源が地上に固定されている地形性の大気重力波は、季節変動する下層大気の風速と相まって、中層大気循環
に一定の規則性を与える重要な因子の一つであると考えられている。そこで、本研究では山岳地形によって励
起された大気重力波を観測するために、神奈川県川崎市にある明治大学生田キャンパス(35.6°N,139.5°
E)に、大気光イメージャーを設置し、2015年12月より連続観測を開始した。関東平野のほぼ中央にあたるこの
観測拠点は、西部に富士山をはじめとする山岳地形、東南部には太平洋を望むという位置関係から、地形性の
重力波の同定に有利であると期待される。例えば、下層大気において西風が継続する状況においては、富士山
によって励起される山岳波が、風下側である関東上空の大気光層において対地位相速度がゼロとなる波状構造
を形成することが予想される。富士山は高度が突出しており、モデル計算で仮定されるような独立峰型の地形
であることから、上述のような観測例はモデルによる比較・再現がしやすく、山岳波の励起伝搬過程について
多くの知見をもたらすことが期待される。本発表では、大気光イメージングシステムの詳細と初期観測結果に
ついて報告する。
 

大気重力波、中層大気、山岳波
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University
 
The Na layer is normally distributed from 80 to 110 km, and the height range is corresponding to
the ionospheric D and E region. In the polar region, the energetic particles precipitating from the
magnetosphere can often penetrate into the E region and even into the D region. Thus, the influence
of the energetic particles to the Na layer is one of interests in the aspect of the atmospheric
composition change accompanied with the auroral activity. 
There are several previous studies in this issue. For example, recently, we have reported an
initial result on a clear relationship between the electron density increase (due to the energetic
particles) and the Na density decrease from observational data sets obtained by Na lidar, EISCAT
VHF radar, and optical instruments at Tromsoe, Norway on 24-25 January 2012. However, all of the
previous studies had been carried out based on case studies by ground-based lidar observations. 
In this study, we have performed, for the first time, statistical analysis using Na density data
from 2004 to 2009 obtained with the Optical Spectrograph and InfraRed Imager System (OSIRIS)
onboard Odin satellite. In the presentation, we will show relationship between the Na density and
geomagnetic activities, and its latitudinal variation. Based on these results, the Na layer
response to the energetic particles will be discussed.
 

Na層、高エネルギー粒子、Odin/OSIRIS
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measurements -Part 3: Image processing
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Atmospheric gravity waves significantly contribute to the wind/thermal balances in the mesosphere
and lower thermosphere (MLT) through their vertical transport of horizontal momentum. It has been
reported that the gravity wave momentum flux preferentially associated with the scale of the waves;
the momentum fluxes of the waves with a horizontal scale of 10-100 km are particularly significant.
Airglow imaging is a useful technique to observe two-dimensional structure of small-scale (<100 km)
gravity waves in the MLT region and has been used to investigate global behavior of the waves.
Recent studies with simultaneous/multiple airglow cameras have derived spatial extent of the MLT
waves. Such network imaging observations are advantageous to ever better understanding of coupling
between the lower and upper atmosphere via gravity waves. In this study, we newly developed
low-cost airglow cameras to enlarge the airglow imaging network. Each of the cameras has a fish-eye
lens with a 185-deg field-of-view and equipped with a CCD video camera (WATEC WAT-910HX) ; the
camera is small (W35.5 x H36.0 x D63.5 mm) and inexpensive, much more than the airglow camera used
for the existing ground-based network (Optical Mesosphere Thermosphere Imagers (OMTI) operated by
Solar-Terrestrial Environmental Laboratory, Nagoya University), and has a CCD sensor with 768 x 494
pixels that is highly sensitive enough to detect the mesospheric OH airglow emission perturbations.
In this presentation, we will report some results of performance evaluation using the data obtained
during test observations made at Shigaraki, Japan, in 2014.
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スポラディックE層は古くから研究・観測されてきた．その生成機構についてはwind-shear理論が一般に受け入
れられているが，この理論は電子密度の集積過程を説明するに留まり内部の熱エネルギー収支についてはほと
んど情報を与えない．更に，電子温度は電離圏の熱エネルギー収支を議論する上で重要なパラメータである
が，過去にはスポラディックE層内で十分に信頼性のある電子温度観測データは数えるほどしか得られてこな
かった．このように，スポラディックE層内の電子温度情報は限られた報告例しか存在せず，内部での熱エネル
ギー収支に関する議論は非常に少ない． 
下部電離圏に発生するスポラディックE層の空間構造解明を主目的として，平成26年8月17日19時10分00秒(日本
標準時)に観測ロケットS-520-29号機が宇宙航空開発機構内之浦宇宙空間観測所より打ち上げられた．このロ
ケットには高速サンプリングが可能なラングミュアプローブが搭載されており，且つ新たな解析方法を導入し
たことによってこれまでの観測よりも細かな時間（空間）間隔で，スポラディックE層内の電子密度・温度の空
間構造の推定が可能になった．その結果として，電子密度が増加するスポラディックE層内における電子温度の
変化がはっきり示され，外部との境界付近から中心に向って温度が次第に減少していく傾向が明らかに
なった． 
本研究では，観測結果として得られたスポラディックE層内での電子温度低下がどのようなメカニズムによるも
のか議論するために，数値的に検討を行っている．90～120 kmにおける高度で，スポラディックE層を含む鉛直
方向の一次元空間で電子，イオン，中性粒子を与え，電子に関するエネルギー方程式を使用して電子温度分布
についての数値計算を行った．今回の計算では，高度100kmにスポラディックE層が存在すると想定し，この層
内で最大電子密度が背景に対して10倍，20倍，30倍に増加した場合の電子温度分布を求めた．加熱過程として
は光電子による加熱とジュール加熱，冷却過程としては中性大気およびイオンとの相互作用による過程を考慮
している．その結果，電子密度が高くなるにつれて，背景に対する電子温度の減少幅が徐々に大きくなってい
く傾向が見られた．更に，イオン密度や電場等のパラメータを変化させ，どのような条件で電子温度の変化量
が大きくなるかを検討した．本発表では，これらの検討結果についての報告を行う．
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波面状スポラディックE(Es)は、我々の研究から断面構造は一様な円筒形ではなく、また波面上の場所により異
なる構造を持つことが分かってきた[1][2]。 
本研究では、関東のHFD中間反射点を通過する波面状Esを観測し、中間点通過時刻付近のドップラシフト周波数
毎の電界強度の三次元詳細データを求める。ドップラ周波数0付近での電界強度の時間変動から細長いEs波面に
下部から電波が入射した場合の等価散乱断面積の入射角依存性を求める。各送受信点間の基線中間点が異なる
ことから、波面状Es反射波面の断面を細かく推定することができる。この解析を複数の観測点で行うことによ
り波面の移動方向と速度を求め、波面状Es全体の反射波面の断面構造を詳細に導出する。 
この方法により、関東HFD観測網の4つの送信周波数毎の多数の反射点通過時のドップラスペクトルを詳細に解
析することにより波面状Es下部の断面構造を調べた結果を述べる。実際に観測データを周波数方向に切り出し
た電界強度は変動が大きく、直接解析することが困難であるので、最小二乗法による二次式フィッティングに
より平均的変化を求めた。この平均的変化を基に、ドップラシフト周波数毎の最大強度およびその時刻、3
dB時間幅を求める。最大強度とその時刻から波面の凹凸を、3 dB時間幅と水平移動速度の積から波面状Es下面
の波面幅を求める。 
以上の解析方法を適用し、2013年1月16日および19日の21 JST(UT+9)に観測された波面状Esの断面構造について
詳細に求めた。1月16日の波面状Esは279°方向に205 m/s、1月19日は205°方向に151 m/sと高速で移動する幅の
狭いEsであった。移動速度の速い波面状Esはピーク電界強度の時間変化が少なく、円筒状に近い構造を持つこ
とが分かった。また、1月16日の波面状Esは、高い周波数の断面幅がフレネルゾーン径(4.1 km)とほぼ同じにな
り、このことに中心の電子密度が高くなる円心構造を持っていることが分かった。また各周波数でのEsの中間
点通過時刻の違いがあることから、中心断面構造に傾きがあることが分かった。 
講演では、この解析法をドップラシフト変化曲線の異なる波面状Esに対して適用することにより、Es断面構造
について議論する予定である。 
[1]大田裕揮・冨澤一郎: HFドップラスペクトル詳細解析による波面状スポラディックEの断面構造の導出,
JPGU2015, P-EM27-P11, 2015.5. 
[2] 冨澤一郎・藤井厚太朗: 波面状EsによるHF波伝搬モデル, JPGU 2013, PEM29-01, 2013.5.
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Small-scale horizontal structures of daytime midlatitude sporadic E are studied by interferometric
synthetic aperture radar (InSAR) and GPS total electron content (TEC) observations over Japan. 
With GPS-TEC observations, sporadic E with foEs higher than 16 MHz can be detected [Maeda and Heki,
2014]. A dense array of GPS receiving stations in Japan (GEONET) enables us to image horizontal
shapes of sporadic E by plotting vertical TEC anomalies on a map. Such TEC maps revealed that
sporadic E over Japan has a common shape which is elongated in the east-west (E-W) direction with
typical length and width of ~200 km and ~20 km, respectively, regardless of occurrence latitudes
[Maeda and Heki, 2014; 2015]. In this study, we observed smaller-scale structures by InSAR as well
as GPS-TEC observations. The spatial resolution is ~300 m for InSAR and ~2 km for GPS-TEC (by
analyzing raw slant TEC time series). 
The results show that small-scale plasma patches are embedded in large scale frontal structures and
such small patches are quasi-periodically located both in zonal and meridional directions. 
There are two major candidates for the generation mechanism of daytime sporadic E structure, i.e,
namely, atmospheric gravity waves, and the Kelvin-Helmholtz (K-H) instability. We speculate that
the K-H instability in the neutral atmosphere under the presence of vertical shear of zonal winds
would create billow structures elongated in the zonal direction. On the other hand, secondary
instability, such as secondary turbulance in the neutral atmosphere or gradient-drift instability
are the two major possible drivers for the patch structuring in the meridional direction.
 

スポラディックE、InSAR、GPS-TEC
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電気通信大学では強いスポラディックE（Es）で反射されたVHF帯電波を調布と呉で観測している[1]。強いEs反
射によるGBASのVHFデータ伝送系（GBAS-VDB）遠距離伝搬波の干渉を予想するため電子密度構造を広域にわ
たって調べることが必要となっている[2]。 
柳沢の研究ではスポラディックE（Es）の広域構造と移動特性が明らかになってきた[3]が、Esの電子密度分布
構造についてはまだ明らかにされていない。ITU-RのEs伝搬モデルは1960年代のEs伝搬観測に基づいた電離層反
射減衰量Γと中間反射点付近のイオノゾンデ垂直臨界周波数foEsとの対応式は、周波数80 MHzまでしか適用保
証されていなかった[4],[5]。本研究により、2013～2015年の110 MHz付近のVOR遠距離伝搬観測において、中間
反射点とイオノゾンデとの距離が約400 km以内の場合、ITU-RのEs伝搬モデルとの対応を初めて確認することが
できた。 
この関係を用いて多数のVOR遠距離伝搬波強度から電子密度分布を推定した結果とAIS遠距離伝搬観測、山
川・沖縄イオノゾンデ観測による特定点の電子密度を比較した。2014年6月15日10～15時JST頃に山川（31.20N,
130.62E）および沖縄（26.68N, 128.15E）イオノゾンデとの距離が約400 km以内となる東シナ海、沖縄、九州
南部付近においてEsを観測した。このEsが高度108 km、速度約70 m/sで約330°方向に移動していることが確認
できた。また、このEsはAISで10時10分～11時30分に沖縄南部・東部海上において、電子密度が1.0×10^13
el/m^3を超える強いEs領域が出現したことが分かった。この時の沖縄イオノゾンデにおける電子密度が9.2×
10^12 el/m^3であり、AIS観測によるEsとほぼ一致することを示した。このEsでは、ITU-RのEs伝搬モデルを適
用するとVORとGBAS-VDBとの干渉が懸念されるVOR受信電力-98dBmを超える可能性があることがわかった。講演
ではこの方法による解析例を示し、強いEsの電子密度の分布や移動特性の特徴と干渉発生の関係について詳し
く報告する。 
参考文献 
[1] 山幡 琢也, 冨澤 一郎, 山本 淳: VHF帯遠距離伝搬受信による広域Es構造観測システム開発,SGEPSS,
B005-P038, 2012. 
[2] 齊藤真二, 冨澤一郎, 山本淳: GBAS-VDBに対するスポラディックEによるVOR遠距離伝搬の影響の検討, 信
学技報, vol. 114, SANE2014-125, pp113-118, 2015. 
[3] 柳沢 伸矢:VHF帯遠距離伝搬波観測による強いスポラディックEの広域構造と移動特性の研究,電気通信大学
修士論文,2016. 
[4] K. Miya and T. Sasaki: Characteristics of ionospheric Es propagation and calculation of Es
signal strength, Radio Sci., vol.1, pp.99-108, 1966. 
[5] ITU-R:Recommendation of ITU-R, Method for calculating sporadic-E field strength, Rec.ITU-R
P.534-4,1999.
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近年、CHAMP（2000～2009年）やSWARM（2013年～）衛星のような低高度精密磁場観測衛星のデータ解析によ
り、中低緯度電離圏上空において、衛星からのみかけ周期が30秒程度、振幅が0.1～5nTの微小な磁場変動（以
下、磁気リップル（magnetic ripples）という）が常時存在することが明らかになった。この磁気リップルに
は地形・季節依存性が見られるため、下層大気を起源とする大気重力波に起因するE層ダイナモによって局地的
な沿磁力線電流が流れていると考えられ、低緯度ほど周期が長くなり、振幅が小さくなることも沿磁力線電流
による磁場効果であることを示唆している。CHAMPとSWARMに搭載されている磁力計の精度は0.065 nTであ
り、磁気リップルには、磁気赤道に対して南北共役性が見られること、編隊飛行をする二つのSWARM衛星におい
て類似した磁場変動が観測されること、などの特徴もある。このことから、磁気リップルが観測ノイズではな
いことは明白である。また、台風や火山噴火時に大気重力波が生じることが知られており、本発表では、これ
らのイベントと磁気リップルとの関連性について述べ、磁気リップルを生じさせる大気波動の特性と、その発
生源となる下層大気現象について考察する。
 

電離層ダイナモ、沿磁力線電流、重力音波共鳴、SWARM衛星、CHAMP衛星、磁気リップル
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昇するロケットや弾道ミサイルによって、それらの排気に含まれる大量の水分子が電離圏に持ち込まれる
と、正イオンから電荷を奪った水分子が電子と結合することによって、電離圏に電子の「穴」（電子密度の減
少域）が生じる。電離圏全電子数(Total Electron Content, TEC)は、全球衛星航法システム(GNSS)のLバンド
の複数搬送波の位相差から比較的容易に求めることができ、このような穴の観測に便利である(Furuya & Heki,
2008)。Ozeki & Heki (2010)は、日本全国に展開された国土地理院のGNSS網のデータから、2009年四月に北朝
鮮東部舞水端里から東北日本に向けて発射されたロケット（大陸間弾道ミサイル・テポドン2）が日本海上空に
つくった電離圏の穴を解析し、1998年の同様のロケット（テポドン1）との推力を比較した。また2012年十二月
には北朝鮮西北部東倉里から南に向けて銀河3号と呼ばれるロケットが打ち上げられたが、Nakashima & Heki
(2014)は、GLONASS衛星のデータを解析することによって二段目が作った黄海上空の電子の穴と三段目が作った
琉球南西部上空の電子の穴を見出した。 
2016年2月7日の日本時間午前9:31（00:31 UT）に、2012年と同様に北朝鮮の東倉里から南に向けてロケットが
発射され、地球観測衛星（光明星4号）を軌道に投入した。本研究では、GEONETのデータを用いて、このロ
ケットが黄海や東シナ海上空に作った電離圏の穴を解析した。前回と異なりGPSとGLONASSのそれぞれ複数の衛
星で穴を明瞭に捉えることができた。穴は打ち上げ6-7分後に生じたが、そのタイミングと場所は銀河3号の
ケースとほぼ同じであった。しかし、穴の規模（TECの減少量とそれが生じた範囲）は、2016年のケースが有意
に大きい。九州西部のGNSS局でGPS29番衛星を用いて観測されたTECの時系列を、過去の三例の時系列と比較し
たものを添付の図に示す。今回生じた電離圏の穴において、TECの減少量と穴の継続時間が突出していることが
わかる。 
これまでの北朝鮮からのロケット打ち上げでは、一段目は電離圏高度到達前に切り離されており、二段目のロ
ケットの排気が電離圏に影響を及ぼしていることがわかっている(Ozeki and Heki, 2010)。今回（2016年）の
ロケットの全体像は前回（2012年）とほぼ同じであることが知られているが、最終的に軌道に投入するペイ
ロードが前回より大きいことがわかっており、それに伴って二段目の推力のパワーアップが図られた可能性が
ある。しかし、今回の打上当時の黄海上空の鉛直TECは約30 TECUと2012年の時の二倍程度であるため、実際の
推力の比較はより定量的な議論が必要であろう。 
文献 
Furuya, T. and K. Heki, Ionospheric hole behind an ascending rocket observed with a dense GPS
array, Earth Planets Space, 60, 235-239, 2008. 
Nakashima, Y. and K. Heki, Ionospheric hole made by the 2012 North Korean rocket observed with a
dense GNSS array in Japan, Radio Sci., 49, doi:10.1002/2014RS005413, 2014. 
Ozeki, M. and K. Heki, Ionospheric holes made by ballistic missiles from North Korea detected with
a Japanese dense GPS array, J. Geophys. Res., 115, A09314, doi:10.1029/2010JA015531, 2010.
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巨大地震発生により電離圏擾乱が発生することが報告されている。これは地震による地面の変動や津波により
発生した音波や大気重力波が電離圏に伝搬したためと考えられている。2011年に東北地方太平洋沖地震が発生
し，近い将来，東海地震などの大規模な地震が発生すると予測されている中，地震に伴う電離圏擾乱について
研究することは地震のメカニズムを解明する上で重要となる。 
先行研究では，国土地理院のGPS受信機網であるGPS連続観測システム(GEONET)により観測された電離圏全電子
数(Total Electron Content: TEC)の時系列データを周波数解析することで，周波数帯域毎の地震によるTEC変
動が確認されている。そこで本研究では，GEONETにより得られたTECの時系列データを周波数分解し，各帯域で
算出したTEC変動の空間分布について解析を行った。ガウシアンフィッティングを用いて解析を行い，TEC変動
の緯度方向および経度方向の広がりを求め，マグニチュードの相関を調べた。電離圏は高度350 kmにある薄層
と仮定し，貫通点を求めた。また，TECの時系列データに高速フーリエ変換(Fast Fourier Transform: FFT )を
施すことにより周波数帯域毎のTECのスペクトル強度を算出した。 
2000年以降に発生した地震のうち，5事例について解析を行ったところ，緯度方向ではTEC変動の空間分布とマ
グニチュードの相関は高いが，経度方向の広がりは相関が小さいことが明らかになった。
 

電離圏全電子数
Total electron content
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地震や台風など下層大気での現象に伴い大気波動が生じ，これにより電離圏擾乱が引き起こされることが知ら
れている．火山噴火に伴い大気波動が生じることは知られているが，火山噴火に伴う電離圏擾乱の観測事例は
それほど多くない．そこで本研究では，火山噴火に伴う電離圏の変動について，GPS-TEC(Total Electron
Content)データと短波ドップラー(HF Doppler：HFD)を用いて解析を行った． 
 GPS-TECデータは，国土地理院のGPS連続観測システム(GPS Earth Observation Network : GEONET)により導出
されるものを用いた．TECデータは各衛星―受信機のペアにおいて導出される．解析には，GEONETの受信点約
1200点，衛星仰角30度以上の30秒値データを用いた．このデータに高速フーリエ変換(Fast Fourier Transform
: FFT)を施し，周波数帯域毎のスペクトル強度を算出し，TECの変動を検証した．解析対象は，2000年以降に浅
間山，御嶽山，および新燃岳で発生した噴火19事例とした．結果，19事例中2事例で火山噴火に伴うTEC変動が
検出された．いすれも中爆発規模の浅間山における噴火である．TEC変動はいずれも火山の南側で顕著であ
り，地震の場合と同様である．しかし変動は7 ~ 12 mHzの周波数帯域で確認された．これは地震時に観測され
るものより高い周波数である． 
 さらに，GPS-TECより変動が検出された2事例を含め，浅間山で発生した中爆発規模噴火4事例を対象に，電気
通信大学の短波ドップラー(HFD)観測データを用いて解析を行った．解析には浅間山火口に最も近い観測点であ
る，菅平の5.12秒値の観測データを用いた．結果，4事例中3事例で変動が確認された．FFTを施した結果，3 ~
5 mHz帯に1つのピーク，8 ~ 18 mHzの帯域に複数のピークが見られる傾向にあった．3 ~ 5 mHzは地震に伴う
TEC変動で卓越する帯域で，地面の変動により発生した波動が地表と下部熱圏との間に閉じ込められて定在波と
なり，電離圏まで漏れて到達してくることに起因する．これより，火山噴火に伴うTEC変動も同様のメカ二ズム
をもつことが示唆される．しかし，GPS-TECでは変動が見られず，その原因については今後調べていく必要があ
る．8 ~ 18 mHzの帯域見られる複数のピークは，噴火の爆発規模に由来し，噴火の爆発により生じた圧力変動
が電離圏に伝わったものではないかと考えられる．また，GPS-TECによる解析で見られた7 ~ 12 mHzの変動と同
様のものをとらえたと考えられる．
 

電離圏、火山噴火
ionosphere, volcanic eruptions
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日没に伴う電離圏擾乱は中性大気‐電離圏結合の顕著な例として知られている．この現象は，日没により冷却
された大気が下降し再度上昇することによって発生する大気重力波が電離圏を擾乱するものと考えられてい
る．この擾乱はイオノゾンデをはじめ，IS レーダー，TEC などの手段で観測されている．日没時には日照によ
る電離が止まって電離圏自体が変動し，観測結果には起源の異なる擾乱が同時に記録されるため，これらの観
測では擾乱源の特定は簡単には行えない．過去に HF ドップラーを使用した観測において大気重力波の波源高
度が推定されており，日没時電離圏擾乱の発生源はオゾン層に相当する高度にあることが示されている．日没
は季節変化の規則性が明瞭なため日没に伴う擾乱は他の大気擾乱との分離が容易である．したがって，日没時
電離圏擾乱の季節変動を知ることは中性大気‐電離圏結合を理解する有効な手段となりうる．本研究では，HF
ドップラーの長期観測により得られた日没時電離圏擾乱の季節変動の様相，特に擾乱の反復周期の季節依存性
を明らかにする．
 

電離圏擾乱、日没、HF ドップラー
ionospheric disturbance, sunset, HF Doppler
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電離圏下部領域の電子密度高度分布を推定する手法として、ロケット観測による直接観測が有効であると考え
られているが、高度 40km～80km のノーズコーンを開くことのできない高度ではプローブなどによる直接観測
が不可能である。この高度域では、地上からの電波強度高度分布を観測してその減衰特性から電子密度高度分
布を推定する、という電波吸収法が現在最も有効な電子密度観測方法であると考えている。電波吸収法は次の
ような手順で電子密度推定を行う。まず仮定した電子密度高度分布から Full wave 法を用いて電波強度の理論
値を計算する。次にロケット実験で得られた観測値と比較して電波強度の理論値と観測値が一致すれば、仮定
した 電子密度が妥当であると判断できる。一致しなかった場合、比較して得られた結果にもとづいて電子密度
高度分布を修正し、電波強度の観測値と理論値を徐々に一致させて電子密度を推定する。この手順のうち、電
波強度の観測値と理論値の比較および電子密度高度分布の修正を手作業で行っており、電子密度の修正に時間
がかかるという欠点がある。また、観測値と理論値を比較する際に定量的な基準がないという問題点もある。 
 過去の研究において電波吸収法の自動化アルゴリズムを用いて推定を行った。その結果、推定領域全体の誤差
が1.2dB以内の精度かつ短時間での推定を実現した。しかし、低高度部において電子密度の大幅な変動が発生し
ていた。これは実観測では見られない現象であり、この推定は現実的な結果を出すことは出来なかったと言え
る。本研究では現実的な推定結果を出すようにアルゴリズムの検討、改良を行った。
 

電離圏、プラズマ波動、電子密度高度分布、Full wave法
ionosphere, plasma waves, electron density profile, Full wave method
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In the high altitude atmosphere of the earth, there is a layer of atmosphere called ionosphere,
filled with extricated electrons, and the observation of the electron density profile in the
ionosphere is recently taken notice of. 
As an approach to the observation of electron density profile in the ionosphere, there is the
remote sensing method called GPS-TEC method, which calculates the total electron counts (TEC) on
the transmission path of GPS wave, from its propagation delay. By applying tomography analysis on
TEC values in multiple paths, which are one dimensional information, the electron distribution
profile can be earned as two dimensional data, and this method is called GPS-TEC tomography method.
However, this method has a defect, that it has low resolution in altitude direction. 
In order to enhance the altitude resolution, we have proposed “Rocket GPS-TEC Tomography method,”
which applies tomography analysis on the TEC values earned by rocket observation. Compared to the
conventional GPS-TEC tomography, this method can observe TEC values in horizontal paths, as the
observation rocket navigates in both range and altitude direction. By this approach, we assumed
that altitude resolution of the tomography result will improve. In this study, we verified the
efficacy of proposed method through simulation experiment.
 

電離圏、GPS-TEC、観測ロケット
ionosphere, GPS-TEC, sounding rocket
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地球の主磁場は、過去80万年の間に1022-1023 Am2 の範囲で変動し、1840年頃から約6%/100年で減少してい
る。主磁場の大きさが変わると、それに依存する電離圏電気伝導度等の電磁場を通して、電離層および電離圏
と相互作用下にある大気圏は影響を受ける。Sq場が長期変化していることが観測で検出され、地球固有磁場の
長期変化のSq場への影響は数値実験を通して検証されてきた。また、二酸化炭素量の長期変化が超高層領域環
境に影響していることに加えて、地球磁場による変動も同程度寄与しうることが数値実験で指摘されてい
る。大気下層から超高層にかけて、波動伝搬を通して大気ダイナミクスは鉛直方向に結合している。本研究
は、その結合過程が磁場によってどのように影響するかに着目し、GAIAモデルを用いて評価を行った。 
GAIAは、大気下層に気象再解析データを入力し、対流圏から熱圏までの大気圏と電離圏の大気物理・化学過程
を解くモデルである。本研究では、4波構造が電離圏・熱圏パラメータに見られる2008年2月の一ヶ月間につい
て、磁場強度を50%および75%に変えた計算を行った。中低緯度に着目するため、極冠電場ポテンシャルおよび
オーロラ電子降り込みの影響がない設定で計算を行った。 
計算された250 km高度面の全球平均値を比較すると、中性大気速度や電子密度の主磁場依存性は小さいのに対
し、主磁場が減少すると、ダイナモ電場は磁場減少率程度に小さく、電離圏水平電流は大きくなった。ダイナ
モ電場の磁場依存性のほか、電気伝導度ピーク高度増大を伴い電気伝導度が~B-2~-1に依存し、水平電流にも磁
場依存性が反映したためである。空間分布としては、磁場減少時に、赤道域の東西風速度および電子密度
ピーク高度の増大が見られた。これらの生成要因や潮汐波の伝搬への影響について報告する。
 

熱圏・電離圏、中低緯度、惑星固有磁場依存
thermosphere-ionosphere, low-to-middle latitude, intrinsic magnetic field dependence
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ISS-IMAP/EUVIで観測された夕方側電離圏上部Heイオンの水平構造
Horizontal structures of Helium ion in the upper ionosphere observed by ISS-IMAP/EUVI
 
*穂積 裕太1、齊藤 昭則1、吉川 一朗2、山崎 敦3、村上 豪3

*Yuta Hozumi1, Akinori Saito1, Ichiro Yoshikawa2, Atsushi Yamazaki3, Go Murakami3

 
1.京都大学大学院理学研究科、2.東京大学、3.宇宙航空研究開発機構　宇宙科学研究所
1.Graduate School of Science, Kyoto University, 2.The University of Tokyo, 3.Institute of Space and
Astronautical Science / Japan Aerospace Exploration Agency
 
Horizontal structures of ionized Helium in the upper ionosphere of dusk side were obtained from
observation of resonant scattering light. The Extreme Ultra Violet Imager (EUVI) of the ISS-IMAP
(Ionosphere, Mesosphere, upper Atmosphere and Plasmasphere mapping) mission has taken image of He
II radiation (30.4 nm) from the International Space Station (ISS) since October 2012. North-south
asymmetry and longitudinal structure of ionized Helium were found. North-south asymmetry in
solstice seasons are well consistent with previous in-situ measurement and numerical simulation.
However, the longitudinal structure is not reported before and cannot be explained by numerical
simulation with SAMI2-model. The longitudinal difference of meridional wind is a candidate of the
Helium ion structure.
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ノルウェー・トロムソにおける GNSS 受信機による電離圏シンチレーション観測
Ionospheric Scintillation Observations with GNSS receivers in Tromsoe, Norway
 
*大塚 雄一1、上蔀 広大1、小川 泰信2、細川 敬祐3

*Yuichi Otsuka1, Kodai Uwashitomi1, Yasunobu Ogawa2, Keisuke Hosokawa3
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Polar Research, 3.University of Electro-Communications
 
電離圏に、電子密度の不規則構造が存在すると、人工衛星から送信された電波の信号強度や位相が変動するこ
とがある。この現象は、電離圏シンチレーションと呼ばれている。電離圏プラズマは、電波伝搬にとって、分
散媒質であり、電波の位相速度はプラズマ密度が高いところにおいて速くなる。このため、電離圏プラズマの
粗密構造が存在する場合、電波の位相変動が起こり、この現象は位相シンチレーションとよばれている。ま
た、電離圏プラズマ密度の粗密構造により電波が回折し、信号が互いに干渉しあうことによって受信信号の振
幅が変動する。この現象は、振幅シンチレーションと呼ばれている。 
我々は、ノルウェーのトロムソにGlobal Navigation Satellite System(GNSS)受信機を設置し、1575.42MHzと
1227.60MHzの2周波の受信信号強度と位相をサンプリング周波数50Hzで観測している。位相シンチレーションの
指標として、全電子数の1秒間隔の差分について1分間の標準偏差である 
(ROTI：Rate of TEC change Index)を調べ、振幅シンチレーション指数S4と比較した。2014年2月8日
00:10-00:20UTに0.7TECU/minを越える大きなROTIの増大が観測されたが、このとき、S4指数には顕著な増大が
見られなかった。同時刻に、南北に242ｍ離れた2点で観測されたTEC変動を比較すると、両地点においてTECの
時間変動を非常に類似しており、相互相関係数は0.98以上であった。これは、2点間においてTEC変動がほぼ等
しく、TECの空間構造はなく一様に近いことを示している。プラズマ密度の空間構造が無い場合、電波は回折さ
れないため、振幅シンチレーションは起こらない。よって、この事例では、TECは時間的に激しく変動している
が、100mオーダーの空間スケールを持つ空間構造は小さかったと考えられる。一方、2014年10月27日
11:30-12:00UTでは、振幅シンチレーション指数S4が0.4程度になる増大が見られたが、ROTIの増大は起こらな
かった。242ｍ離れた2点間のTEC変動の相互相関係数は、0.6程度と比較的低い値になっている。これは、プラ
ズマ密度の空間構造があり、電波の回折により振幅シンチレーションが起こっていると考えられる。
 

電離圏、GNSS、シンチレーション
ionosphere, GNSS, scintillation
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